
平成 18年 4月 4日

各      位

会 社 名  　　オリンパス株式会社          
代表者名　　　取締役社長　菊川　剛
（コード番号 7733　東証・大証第１部）
問合せ先  　　経理部長　川又　洋伸
（TEL． 03－3340－2111㈹）

当社子会社（ＩＴＸ株式会社）業績予想の修正に関するお知らせ

　最近の業績の動向等を踏まえ、当社子会社であるＩＴＸ株式会社が平成 18 年 2 月 10 日の

「平成 18年 3 月期 第 3四半期業績の概況(連結)」発表時に公表いたしました業績予想を別

途資料のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。

　なお、当社の連結業績については現在集計中でありますので、確定次第発表いたします。

以　　上
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株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場

平成18年４月４日

各　　　位

所在地 東京都千代田区霞が関三丁目２番5号

会社名 ITX株式会社

代表者の役職名 代表取締役社長    武居　哲彦

（コード番号： 2725）

問い合わせ先

責任者役職名 CFO　半澤　彰一

電話番号 ０３ （ ４２８８ ）７１６１

通期業績予想の修正に関するお知らせ通期業績予想の修正に関するお知らせ通期業績予想の修正に関するお知らせ通期業績予想の修正に関するお知らせ

  最近の業績の動向等を踏まえ、平成 18 年２月 10 日の「平成 18 年３月期 第３四半期業
績の概況(連結)」発表時に公表致しました平成 18 年 3 月期通期業績予想を下記のとおり修
正しましたので、お知らせいたします。

記

（１）（１）（１）（１）    平成平成平成平成 18181818 年年年年 3333 月期通期　連結　業績予想数値の修正月期通期　連結　業績予想数値の修正月期通期　連結　業績予想数値の修正月期通期　連結　業績予想数値の修正
　　　　（平成 17年 4 月 1 日～平成 18年 3 月 31 日）

　　　　　　　　　　　　　　　                                （単位：百万円）

売  上  高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想（A） 348,000 4,100 5,000

今 回 修 正 予 想（B） 350,000 800 800

増 　　減　　 額(B-A) ＋2,000 △3,300 △4,200

増 　　 減  　　率（%） ＋0.6％ △80.5％ △84.0％

（御参考）
前期実績（平成 17 年 3月期通期）

349,699 772 601

　＜修正理由＞
売上高につきましては、投資育成株式の売却が減少したものの機器販売・サービスの伸びによりほ
ぼ予想通り推移する見込みとなりました。
経常利益につきましては、投資育成株式の売却益の減少、機器販売・サービスにおけるモバイル事
業の利益が当初予想を下回る見込みとなったことを主要因として当初予想を 33 億円下方修正い
たしました。
当期純利益につきましては前期比では増加を見込めるものの、経常利益の減少に加え、子会社

の上場が果たせなかったこと等による特別利益の減少を主要因として、当初予想を 42 億円下方

修正いたしました。
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（２）（２）（２）（２）　　　　平成平成平成平成 18181818 年年年年 3333 月期通期　単体　業績予想数値の修正月期通期　単体　業績予想数値の修正月期通期　単体　業績予想数値の修正月期通期　単体　業績予想数値の修正
　　　　　　　　　　　　（平成 17年 4月 1日～平成 18 年 3 月 31日）                                                     

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売  上  高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想（A） 51,000 100 3,500

今 回 修 正 予 想（B） 55,000 △1,500 1,000

増 　　減　　 額(B-A) ＋4,000 △1,600 △2,500

増 　　 減  　　率（%） ＋7.8％ ― △71.4％

（御参考）
前期実績（平成 17 年 3月期通期）

105,931 1,344 7,845

＜修正理由＞
売上高において、投資育成株式の売却が減少したものの、米国向けパソコン周辺機器 OEM
販売の伸張により、当初予想より 40億円上方修正いたしました。尚、米国向けパソコン周辺
機器 OEM 販売は、昨年 11月に終了しております。
経常利益において、投資育成株式売却益の減少により、当初予想を 16 億円下方修正いたし
ました。
当期純利益につきましては、経常利益の減少に加え、子会社の上場が果たせなかったこと
等による特別利益の減少を主要因として 25 億円下方修正いたしました。

以    上


